
５国立大学が共同して， 連合ＡＯ入試を実施

日本の未来を担う意欲あ
る地域リーダーの育成

入学試験の専門家である

「アドミッションオフィサー」

が主体となり連合AO入試を実施

「連合AO入試」実施

全国の高等学校・
受験生

■ 「総合評価方式」の徹底－評価の多元化

■ 基礎学力を重視してポテンシャルを評価
■ 自由度の高い面接を実施 - 一律の試験日は設けない
■ 出願書類・記載事項の事実確認 - 高校との信頼確立
■ 一定の水準に達しているか個々に判定

■ 同一の分野・系統内では複数の大学への志願を容認

高知大学

愛媛大学
香川大学

鳴門教育
大学

徳島大学
四国地区国立大学連合
アドミッションセンター(仮)

◆広報活動の企画・運営
◆ 連合ＡＯ入試の実施
◆合格者・入学者のフォローアップ
◆ 高大接続、ＡＯ入試に関する調査・研究

評価・技術移転部

学内
教職員・学生

地元産業界
企業、自治体等

連携大学
産学官連携推進部門

地域連携部門、知的財産本部など

連携大学
サテライトオフィス

（徳島大学、鳴門教育大学、香川大学、
愛媛大学、高知大学）

四国ＴＬＯ

国支援機関
（文部科学省、JST,経済産業省など）

四国経済産業局

四国内自治体
研究機関

（工業技術センターなど）

県庁
商工労働部など

四国産業・技術
振興センター

外部人材ネットワーク
（四国共同機構支援人材）

マーケティング

産総研四国センター

中小企業基盤整備機構四国支部

四国内地方銀行

四国共同機構
設置場所：徳島大学

事務支援
徳島大学研究国際部
産学連携・研究推進課 産学連携部

双方向交流
技術マッチング

四国共同機構
アソシエイト

共通基盤情報システム四国内企業等
産業界

成果発掘研究支援 ニーズ発掘開発支援

運営委員会 総会 事業評価委員会

大学アソシエイト 他地域・海外
産学連携機関

外部機関（大学等・
産業界・行政）

情報収集・配信

技術マッチング

協働活動

実施事業③ 四国産学官連携イノベーション共同推進機構

四国地区５国立大学（徳島大学、鳴門教育大学、香川大学、愛媛大
学、高知大学）は一般社団法人国立大学協会が報告書「国立大学の
機能強化 ～国民への約束～」で謳った「有機的な連携共同システ
ム」の実現に向けて、大学間連携を強化する。
当面、次に掲げる連携事業を推進し、以後も多様な分野で連携を
模索し、四国地区における教育、研究、地域連携の質的向上を図る。

実施事業① 四国地区国立大学連合アドミッションセンター(仮)の設置と
本格的なAO入試の共同実施

四国５大学連携による知のプラットフォーム形成事業

実施事業② 四国におけるe-Knowledgeを基盤とした
大学間連携による大学教育の共同実施
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アクティブ・ラーナーを養成する新たな学士課程教育モデルの構築

大学改革の強化

・様々な領域で新たな知を創造
し再構築し続ける多様な考え
方、学び方、価値観の涵養

・研ぎ澄まされた創造的、批判
的能力の育成

・コミュニケーション能力の育成

・TOEFL学部学生卒業時平均を
460 から 500に

・学修時間を欧米並みに

世界水準の教育課程へ

・国際教養学部・学府の設置に
向けた研究院・学府・学部の大
規模な再編

メリハリある資源の再配分

基幹教育院の設置
－アクティブ・ラーナーを養成する基幹となる教育を実施－

・大学運営の改善に資するデー
タの蓄積・分析・活用による意
思決定の高度化の促進

・大学データの社会への積極的
な発信

ガバナンスの強化

各部局（学部、学府、研究院、研究所等）

大学改革
活性化制度

教員ポストの１％を全ての
部局が拠出し、全学的視点
から、優先して実施する改
革計画を審査、選定し再配
分

・対話型、課題解決型授業の展開（３００コマ実施）
・「英語の授業」から「英語による授業」への転換（全開講科目の２５％）
・海外体験プログラムを１学年５００人規模で実施
・Ｗｅｂ教材活用等による予習復習の徹底
・教育方法の革新と新たな教材開発

部局からの移籍及び人件費の捻出
活性化制度により獲得した教員

外国人教員等

学内の教育資源
を最大限活用し、
基幹教育カリ
キュラムを実行
（専任５００名程
度参画）

専門教育・
大学院共
通教育に
関する取
組支援

・英語で提供する専門教育科目の充実、英語によるコースの拡大
・分野特性に応じた専門教育課程、さらには大学院の再編成等の検討

基幹教育院の設置
－アクティブ・ラーナーを養成する基幹となる教育を実施－

世界水準の教育課程とそれを可能にする思い切った組織編成を更に強化

外国人教員等
（３０名）

各部局から計４０名が移籍

＋
２０名分の部局人件費を捻出

教育体制
を構築
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